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最近の動き Current Topics
政策研では昭和６３年の設立当初より積極的に外国人研究者を受け入れ、開かれた研究体制
の構築に務めてきた。本稿では、STAフェローにより英国マンチェスター大学から来日し、平
成６年８月から平成８年８月まで第１研究グループ特別研究員として在籍したブレンダン・バー
カー博士の研究成果の概要を紹介することとしたい。同研究は、自動車、建設、包装の３部門
に焦点を当てつつ日本企業が新材料への需要に対応しながら、環境への影響を改善するた
めにどのような戦略的対応をとりつつあるかを調査したものである。
．研究ノート／Research Note
日本における新材料技術と環境
New Materials Technologies and the Environment in Japan
第１研究グループ ブレンダン・バーカー
＜序論＞
一般に製品、特にその材料が環境に与える影響に関する懸念は、ここ数年、日本を含
め世界中で顕著に増大している。この環境懸念の高まりによって、企業に環境パフォー
マンスの改善を迫る圧力が増している。環境立法の増加、廃棄物処分コストの増大、消
費者圧力、環境破壊と浄化に対する責任は、企業にさらに持続可能な行動を採用させ
る重要な要因である。持続可能な行動とは、化石燃料や原料などの再生不能資源の節
約とリサイクル不能な廃棄物 (特に有毒物質や有害物質) の発生量の抑制を意味して
いる。
第一研究グループ 特別研究員 B.BARKER
産業活動の環境への影響に関する議論では、材料が決定的な重要性を持つ。材料は
産業の中心であり、実際、すべての経済活動 の基となる装置、構造物、機械の性能は
究極的にはそれを作る材料に依存する。企業 (延いては日本経済) が環境パフォーマ
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ンスをさらに改善しようとすれば、材料を開発し利用する新しい方法が必要となるであろ
う。 
環境特性の向上した材料に対する需要の増大と平行して、その需要を満たす能力も増
大する。この相互作用の結果、環境に優しい新しい材料とそれらを使う新しい方法が現
れ始めている。本研究の目的は、この相互作用の性質を調べ、政府の役割と、技術と市
場の接点において活動している企業の役割を調べることである。特に、自動車、建設、
包装の三部門に焦点を当ててみた。 
日本は、これらの問題を調べる場所として最適である。日本は、材料の研究開発に高い
優先順位を置いてきた１）。 さらに、一連の環境災害の結果として、強力な環境制度を
確立している２）。したがって、環境に優しい新しい材料の開発と使用を奨励する規制
と、この需要を満たす材料を創出し供給する能力を支える技術基盤の両方を持ってい
る。この意味で、日本は上に概説した諸問題を調べるための天然の「実験室」を提供す
る。
＜材料の使用と環境＞
材料に関する性質と現象は、その組成と構造に密接に関係する。また組成と構造は、エ
ネルギーと知識を必要とする合成と加工の結果である。新材料の開発はますます集中
的な科学研究によって支えられており、その研究は基礎的な性質を持つことが多い３）。
実際、新しい材料を従来の材料から区別する主な特徴のひとつは、微細構造 (ナノの
領域に及ぶことも増えている) の制御である４）。したがって、新しい材料の特徴は、そ
の知識集約度の高さにある５）。この (研究開発、コンサルタント業、サービスサポートな
どの形で埋め込まれた) 知識の増大は、脱物質化や脱炭素化などに関連した現象にみ
られるように、効果的にエネルギーと物質を置き換えている６）。このため、新しい材料に
は環境パフォーマンスの改善を示す一般的な傾向がある。 
さらに、科学的な専門知識の向上は、最小の環境影響を示す材料の創出を支援してき
た。このような「エコ材料」は、ライフサイクル分析のような適切な分析技法に導かれたグ
リーンデザインとともに、製品の使用期間中およびその後における材料の環境への影
響を減らす重要な方法を提供する。しかし、環境への材料の影響を著しく減少させるに
は、材料の使用方法をより根本的に変えることが必要とされよう。
＜材料システムと環境＞
環境への影響を根本的に減らすには、材料システムに変更が必要だろう。材料システ
ム(mate-rials systems)という用語は、材料の最初の採取から最終処理までの材料の流
れ (製品の生産・使用・処分の際に発生する廃棄物を含む) をいう。特定の材料技術に
基づいてはいるが、このようなシステムは強い組織的な構成要素を持つ。企業は一般
に、その材料基盤と連動している。すなわち、企業における機械、訓練システム、経験
の集積は、材料または関連する材料の小グループと結びついているのが普通である。
さらに、このようなシステム内での組織間関係は、イノベーションにとって重要である。
本研究の示すところによれば、企業の技術的な適応能力と産業構造の中での機能の間
には密接な関係がある７）。 
Dahmenは、企業がどのようにその (事業) 環境に影響し、また影響されるかを理解する
ため、「開発ブロック」という概念を導入した８）。この考え方はネットワーク理論家によっ
てさらに展開された。 Lundvall は、特にイノベーション・プロセスにおける利用者と生産
者の関係に着目して、この問題を議論している９）。 
経済活動は従来、線型ないし開放システムの材料フローでおこなわれてきた。そこで
は、資源が経済活動を通じてほとんど一方向にだけ流れ、最後に廃棄される。このよう
なシステムは、資源の枯渇と廃棄物の増加という両方の点から見て持続不可能である。
持続可能な材料システムとは、入力としてごく小量の資源を必要とし、システム内でより
多くの資源を再利用し、ごく小量の廃棄物がシステムを離れるというものである１０）。 
材料の開発・使用・処分のシステミックな性質に対する認識は、現在日本に現れつつあ
る全産業的な対応の大きな要因のひとつである。一般に、既存の強固な企業間関係
(例えば自動車産業に見られる関係) は、新たに現れつつあるエコロジカルな材料シス
テムを支持してきた。このことは、既存の構造を通じて働く新しい材料システムを、産業
界が発展させようとしてきた事実を反映している。
＜結論＞
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この日本における研究は、新しい材料および工程の創出と採用において、環境問題が
ますます重要な要素になっていることを示した。環境への影響は、材料の最少化、リサ
イクル可能性、耐久性、生分解性を支えるエコ材料の使用と設計の変更を通じて削減さ
れつつある。日本の産業は、政府の支援を得て、これらの変化を推進する新しい材料シ
ステムを展開しつつある。ただし、部門によってそれぞれ段階が異なり、業界自体が主
導権を取ってきた部門もあれば、政府が大きな役割を果たしてきた部門もある。いずれ
の場合においても、これらの新しい材料システムの開発促進には、政府の規制 (または
将来の規制に対する企業の見通し) が決定的に重要であった。
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．用語解説／ Technical Term
科 学 技 術 指 標
第１調査研究グループ
指標とは、簡単に言えばある物事を知ろうとするときのモノサシであり、科学技術指標と
は、客観的な統計データを適切に加工しこれに基づき分析することにより、科学技術活
動の実態を把握するためのモノサシを提供しようとするものである。科学技術指標は、
科学技術政策の立案のための基礎資料になるばかりでなく、科学技術の現状につい
て、科学技術政策研究者や一般国民に対し正確で客観的な情報を提供する上でも重
要である。また、科学技術指標に関する国際的情報交換を通じて、世界的視野からみ
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た我が国の科学技術の実態を把握することも重要となっている。 
科学技術活動は、研究開発投資、科学技術人材、科学技術基盤、研究交流、研究成果
の社会への発信、地域の科学技術活動等非常に広範多岐にわたるので、科学技術活
動の全体像を明らかにするためには、個別の科学技術指標の体系化を図ることが重要
である。このような観点から、政策研では、平成３年９月に初めて体系的な科学技術指
標を作成し、さらに、平成７年３月には第２版を作成・公表した。この第２版では、最新の
データを取り入れ、指標数及び指標の分析を充実させるとともに、我が国の科学技術活
動を総合的に示す合成指標を開発した。この合成指標は、多数の科学技術指標につ
いて、因子分析や主成分分析を行い、指標間の構造を明らかにしたり、数個の指標に
集約し、一国の科学技術活動の全体像を把握することを目的としたものであり、今後重
要性を増すものと考える。 
科学技術指標は、科学技術の進展に応じて適宜改訂することが重要であり、第３版に
ついては、遅くとも来年末までに作成・公表することを目標に作業を進めている。
．最近の動き／Current Topics
○ 主要来訪者一覧／Foreign Visitors to NISTEP
・6/4〜9/3 Dr. Samuel Kataoka Coleman
（米国オレゴン大学助教授）
○ 海外出張報告
欧 州 出 張 報 告
第１研究グループ総括主任研究官 後 藤 晃
筆者は、６月３、４、５日にストックホルムで開かれた国際シュムペーター学会の第６回大
会に参加した。以下ではその概要を報告する。
国際シュムペーター学会は、ケインズとならんで近代的な経済学の確立に中心的な役
割をはたし、とりわけ経済の動態的発展の研究に貢献し、イノベーションという概念を初
めて導入したシュムペーターの名前を冠した国際的な学会であり、技術進歩、イノベー
ションを研究する世界の学者がそのメンバーとなっている。その学会誌JOURNAL OF
EVOLUTIONARY ECONOMICSは、この分野の代表的な雑誌となっている。 
今回の大会のテーマは、「参入、競争と経済成長：企業、イノベーター、起業家と市場競
争」であり、１００をこえる論文が発表された。なかでは、二つのタイプの研究が注目さ
れた。第一は、産業の生成から熟成までのプロセスについてのシミュレーションによる
研究である。このタイプの研究はかつてNELSONとWINTERが行ったが、その後、それ
ほど注目されなかった。それが、最近、進化論的産業・技術発展のプロセスを研究する
方法として再び関心をあつめている。今大会では、その関心のリバイバルのきっかけの
ひとつともなった論文をかいたKLEPPERが新しい論文を発表したほか、上述した、最初
にこの方法をおおきく取り上げたNELSONとWINTERも、NEW GENERATIONのシミュ
レーション分析を発表した。このようなアプローチにより、市場構造の時間を通じた変化
に技術、新企業の参入などがどのような役割を果たしているかということを理解するの
には役立つものの、このアプローチによってどのような事柄の解明に役立つのかという
ことについては、さらなる検討が必要であるようにおもわれた。 
第二は、産業のイノベーションにおける大学の役割についての研究である。このテーマ
については、かなりの数の論文がヨーロッパ、米国の学者によって報告され、この問題
にたいする幅広い関心が存在することが知られた。報告された論文のおおくは、産業の
イノベーションと大学の存在の関係についての計量的な研究であったが、なかでは、バ
イオ企業と大学の関係について計量的、かつ実体的に検討したAUDRETCHやACSの
研究が興味深かった。わが国でも基礎研究の振興が重要な政策課題として論議されて
おり、基礎研究の主要な担い手である大学のイノベーションにおける役割について一
層の研究が必要であると感じた。 
なお、私は、本学会の理事であり、学会の前日にひらかれた理事会にも出席したが、次
次期の会長にイギリスのメトカーフ教授（マンチェスター大学）をえらんだ。（次期会長は
ウィーン大学のミューラー教授）。また、任期満了となった後藤の後任の日本からの理
事に馬場靖憲氏（東大）を推薦し受理された。
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